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１はじめに
筆者は，約１０年前から業界団体などの民間機関による統計作成活動の状況
を継続的に考察してきた')。この考察の際に実施したインターネット．サイト
の数次の検索によって，業界団体などの統計作成機関が作成した結果を，イン
ターネットを利用して会員会社・顧客および不特定多数の利用者へ提供する活
動が急速に拡大していることが確認できた。このようなインターネットを利用
した情報提供の主な目的が，情報の迅速な提供であることは言うまでもない。
また，統計データを掲載していた機関誌の発行を中止して，統計データの提供
媒体をインターネット・サイトに限定する例さえみられるようになった2)。
他方，政府機関が作成した統計結果もインターネット・サイトによる提供が
近年拡充されており，主要な結果を公表とほぼ同時に入手することも可能にな
った。
ところで，業界団体などの民間機関が開設したインターネット・サイトには
その機関自身が作成した統計のほかに政府統計の結果収録ページのＵＲＬまた
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|よそれらのページへのリンクおよび政府統計の結果自体も収録されている。非
会員会社の生産・出荷活動などをも対象に含む政府統計の結果が，業界団体
(とその会員会社）などにとって重要な情報であることはいうまでもない。こ
れは，独自作成統計とならんで政府統計の結果についてもサイト経由の入手に
対する会員会社・取引先などに存在する相当な利用需要を反映したものではな
いかと考えられる。
そこで，業界団体による政府統計利用の最近の状況を，経済産業省によって
実施された調査の結果3)によってみてみよう。この調査（｢経済産業統計の利
活用促進に関する意識調査｣）は，2007年に業界団体・個別企業・研究者など4）
を対象に実施された。表1-1は，このうち統計の利用の意向がある業界団体お
よび個別企業（ここではニュースメディア・シンクタンク・情報サービス業な
どを除く統計を主に自社のために利活用する企業に限定）の回答である。なお，
質問は経済産業省所管の統計に限定したものである。利用意向があると回答し
た業界団体225団体が挙げた「経済産業統計の今後の利用目的」（５件まで選
択可）は，「業界の動向把握（74％)」が最も多く，次いで「市場動向の把握
(49％)」「会員向け広報資料，研修資料等（48％)」「一般的な経済状況の把握
等（47％)」となっている。同じく個別企業140社では「一般的な経済状況の
把握等（65％)」が最も多く，「市場動向の把握（５８％)」，「業界の動向把握
(44％)」と続いている5)。
また，利用したい具体的な統計としては，225団体のうち４９％が「生産動
態統計」を，２８％が「工業統計」を，２３％が「商業統計」を，２０％が「鉱工
業指数」を挙げている6)。「経済産業統計の利活用のために改善が必要な点」
(複数回答数に上限なし）としては,結果の早期入手に関連する「インターネッ
ト公表のさらなる充実（45％)」「公表の早期化(２８％)」が上位を占めている7）
(同率２位は「調査内容・表章内容の改善｣)。全体として業界団体とその会員
会社には統計データの早期入手に対する幅広い需要が存在していると考えてよ
いだろう。なお，この調査は，業界団体には郵送法により実施され，回答総数
は発送500団体のうち３１５団体であった8)。
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表１－１経済産業統計の利用目的'）
回答機関の属性業界団体
２２５
個別企業`’
１４０
４４％
５８％
６％
６５％
２１％
９％
１５％
７％
４％
利用意向あり
､1１ ％％％％％％４９８７３２７４４４１１
5％
1）「利用意向あり」計＝100とする比率。「－」は該当なし。
選択肢は調査対象によって異なる。５件まで選択可。
2)個別企業のうち「主に，自社のために利活用する企業」に限定。
3)個別企業向けの調査票の選択肢では，「自社と同じ業界の動向把握」。
4)個別企業の調査票の選択肢では，「社内報，研修資料等」。
出所経済産業省（2008b）
つぎに業界団体などのサイトを経由して会員会社・取引先などが政府統計の
結果を入手しようとする際の具体的な手順をみてみよう。まず自社の取り扱い
製品・サービスを対象とする統計の名称・作成機関名を把握する必要がある。
この作業の際には，業界団体のサイトを閲覧する場合が多いと考えられる。こ
のとき統計の作成機関が開設した結果収録ページのＵＲＬまたはそれらのペー
ジへのリンクさえ業界団体などのサイトに用意されていれば，その統計の結果
の迅速な入手に大きな支障はないと推測される。このように考えると，政府統
計の結果自体の民間機関のサイトへの再録の必要性は比較的小さいのではない
かとも考えられる9)。
そこで，本稿では業界団体などの多数の民間機関が労力・経費を投入して政
府統計の結果をサイトに再録している状況についていくつかの側面から考察
し，その特徴と背後で作用している事情を検討する。
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注
ｌ）山田（1997）山田（1998a）山田（1998b）山田（1999）山田（2000）山田
（2005）山田（2006a）山田（2006b）
２）ドラム缶工業会は「ドラム缶統計年報』の冊子体での発行を2004年度から中
止し，サイトへの収録で代用している。ドラム缶工業会（2008）農薬工業会も
月次出荷統計を掲載していた「農薬時報」の2007年３月限りでの発行中止に伴
い，サイトへの収録で代用している。農薬工業会（2008）
３）経済産業省（2008b）
４）業界団体は，各種の個別企業・研究者などと比べて利用意向がある比率が最も
高い。
５）個別企業の回答傾向は，業界団体のそれとほぼ同様であるが，業界団体では高
率の「広報資料等」だけは６％と非常に低い。
６）経済産業省サイトへの2007年４～６月におけるアクセス数は，月次の「生産動
態統計」「商業動態統計調査」「鉱工業指数」「特定サービス産業動態統計調査」
の４統計が上位を占めている。経済産業省（2008c）
７）個別企業（統計を主に自社のために利活用する企業）でも「インターネット公
表のさらなる充実（６１％)」および「公表の早期化（２４％)」が多くの企業か
ら改善が必要な点として指摘されている。なお，２位は「調査内容・表章内容
の改善（２７％)」である。
８）個別企業（統計を主に自社のために利活用する企業）には郵送法により実施さ
れ，回答総数は発送lOOO社のうち178社であった。
９）日本記録メディアエ業会は，サイト内の個別ページへのアクセス数の順位を毎
月公表しているが，「統計ページ」は「会員・アナリストの皆様へ」というカ
テゴリーの中で上位を占めていることが多い。日本記録メデイアエ業会
（2008）
２考察対象の範囲と政府統計再録状況の把握方法
ここで今回の考察の対象の範囲と政府統計の再録状況の把握方法を述べてお
きたい。まず考察対象の範囲は，政府統計を収録するインターネット・サイト
の開設主体自体の属性とそのサイトに収録されている政府統計の結果の属性の
両面から規定した。
サイトを開設している民間機関の属性は，個別企業・個別企業を会員とする業
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界団体およびその連合体である
ものとした。業界団体とその連
合体は全国規模で活動している
ものに限定した')。
サイトに収録されている政府
統計の結果の属性については，
原統計値を再録している場合に
限定し，原統計値を収録してい
ない（加工統計値だけを収録し
ている）場合は除外した。さら
に，収録統計の更新が止まって
いる－部のサイトについては
2008年６月現在の収録状況に関
する次のような基準を設けて除
外した。すなわち，考察の対象
を原統計値が月次統計の場合は
少なくとも2008年２月分まで収
録しているサイトに限定し，年
次統計の場合は2007年分まで収
録しているサイトに限定した2)。
また，データベースの形式で
多数の政府統計の結果を提供し
ている中央省庁の外郭団体が設
けているサイト（表2-1）につい
ても，提供の目的が不特定多数
の利用を想定したものであり，
会員企業・顧客を主な利用者に
想定した業界団体・データサー
言
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ビス業などによるものとはかなり異なるので，今回の考察からは除外した3)。
なお，一部の民間シンクタンクが複数の政府統計の結果を利用して独自に算
出した種々の加工統計値（｢月次GDp｣4)「景気動向指数｣5)．「労働生産性指数｣6）
など）を収録しているサイトも除外した（これらのサイトには原統計の結果は
収録されていない)。
今回の検索作業は，2005年秋に行った検索によって把握した政府統計の結
果を収録していたサイトの再検索，上部団体・業界紙などが設けたリンク集7）
の利用および検索エンジンに「キーワード｣8)を入力する方法などにより２００８
年３～６月に実施した。２００５年の検索作業もほぼ同様の方法8)によって実施し
た。
注
ｌ） ブロック別経済団体・地方銀行系シンクタンク・商工会議所などが開設したサ
イトにも特定地域を対象とした政府統計の結果が再録されている。
データの更新が止まっているために本稿の考察の対象から除外したサイトは少
なくない。団体事務局の組織が小規模であるなどの事情が作用しているのであ
ろう。
財務省の外郭団体であるⅡ本関税協会は，サイト上で「貿易統計」のデータに
関する情報提供を契約した顧客に対しておこなっているほかに，非契約者に対
しても限定された内容についての無料の情報提供をおこなっている。前者のサ
ービスを考慮して今回の考察対象に含めた。
日本経済研究センター・ニッセイ基礎研究所が算出している。
ニッセイ基礎研究所「ニッセイ景気動向判断指数」・富国生命保険「フコクコ
ンポジットインデックス」・三菱UFJ証券景気循環研究所「ＭＵＳ先行指数」・
日本経済新聞社旧経景気インデックス」など。
社会・経済生産`性本部は，厚生労働省「毎月勤労統計」と経済産業省「生産動
態統計」の結果を組み合わせて「労働生産性指数」を算出している。
機械振興協会経済研究所（2005）・建設工業調査会（2008）ほか
キーワードとして，サイト開設機関の名称（｢工業会」「連盟」「協会」「組合」
｢連合会」「センター」など）および政府統計の名称とその別称（｢通関統計」
など）を使用した。
2005年に実施した検索結果の詳細については山田（2005b）参照。
2）
3）
4）
5）
6）
7）
8）
9）
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３民間機関のサイトによる政府統計再録状況と特徴点
本節では民間機関のサイトによる政府統計再録の状況と特徴点を，サイト開
設機関自体の属'性および再録されている政府統計の属性などの側面から考察す
る。
１）政府統計を再録するサイトの開設機関の属性と収録統計の種類
まず政府統計の結果をインターネット・サイトに再録している民間機関の属
,性をみてみよう。表3-1には，政府統計の結果を収録しているサイトの開設機
関の属性と収録されている政府統計の種類を示した。統計結果のインターネッ
トを利用した入手の主な目的は，表1-1においてみたように市場変動の早期把
握と考えられる。そこでサイト開設機関の属性を，業種別の市場変動の程度'）
に注目して企業向け製品関連業界（さらに「素材」・「部品」・「組立」に３分）
表３－１政府統計を再録する民間機関サイト数1)2）
(2008年６月現在）
消費者向け
製品関連業界 ビス業他鑿[r童 計７５２５６ ９６１１６６３１９６５０５釦一”２４４４３２ ５４１１１１１ ３４２１２１１ ９９４２ ６ ２２ １２ 116２５ 1５ 4４6３
l)閲覧に制限がないページに政府統計の結果を収録しているサイトだけをカウントした。
2)複数の政府統計を収録する場合は，それぞれをカウントした。
3)収録サイト数が5件未満のものおよび作成周期がl年超のもの。
総務省統計局「消費者物価指数」・同「小売物価統計」・厚生労働省「毎月勤労統計」
・経済産業省「商業統計」など。
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の団体・消費者向け製品関連業界の団体・「サービス業の団体・企業・その他」
に区分した。具体的な団体等の名称は，本稿末尾の「付表」に掲げた。各業界
団体には，その業界の中心的な製品・サービスを専ら扱う企業のほか関連する
業種の企業も加入しており，会員企業が扱う製品・サービスも複数の分野にわ
たっている場合が多いので，この区分はそれほど厳密なものではない。
把握できたサイトの延べ数（計約250件）は，2005年に実施した検索によ
って把握した件数（計約160件）と比べてかなり増加している。サイト数は製
造業や輸出入関連の個別業界の企業から構成されている団体が設けたものが圧
倒的に多く，そのほかは個別企業（データサービス業・ニュースメディアほ
か）・個人向けサービス業の団体が設けたサイトは少ない。
個別統計の収録件数をみると，財務省「貿易統計」・経済産業省「生産動態
統計」の結果の収録が特に多い。なお，経済産業省が「生産動態統計」の結果
などから算出している「鉱工業生産指数」は「生産動態統計」に含めてカウン
トした。
サイト開設主体の業種別にみると，製造業の個別業界の団体が設けたサイト
では自業界関連製品の輸出入動向および生産・出荷動向を対象とする「貿易統
計」・「生産動態統計」の結果を収録するサイトが多い。また，特定の輸出
品・輸入品を扱う企業が構成する業界団体が設けた多数のサイトが｢貿易統計」
の結果を収録している。この両統計に次いで国士交通省「建築着工統計」・内
閣府「機械受注統計」・経済産業省「工業統計」が関連業界団体のサイトによ
って収録されている。
他方，製品の消費者への販売段階を対象とする総務省統計局「家計調査」・
同「消費者物価指数」・同「小売物価統計」・経済産業省「商業動態統計｣，企
業・消費者向けサービスを対象とする「特定サービス産業動態統計｣，経済全
体の動向を対象にした日本銀行「企業物価指数」・財務省（日本銀行委託）
｢国際収支統計」・内閣府「国民経済計算」などを収録するサイトは少ない。
つぎに，各サイトに収録きれている政府統計の数をみてみよう（表3-2)。
ここでは結果の早期利用に対する需要が特に強いと考えられる月間または旬間
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表３－２収録月間統計数別にみた業種別サイト数
（2008年６月現在）
一ビス業他消費者向け製品関連業界雷 計６９０２４０３｜別３２１３３０１００３０６１０２００１２０２１２００１１ ７５３００００ ４５４００００ 1０1９
を対象として作成されている統計の結果を再録するサイトに限定した。１種類
だけを収録するサイトが全体の半数近くと最も多く，次いで２種類を収録する
サイトが約３分の１を占めている。収録する統計が３種類以下であるサイトを
合わせると，全体の約９割に達している。このうち政府統計の結果を1種類だ
け収録している場合のほとんどが付表に示したように「貿易統計」または「生
産動態統計」であり，２種類収録している場合も約４分の３が「貿易統計」と
｢生産動態統計」の組み合わせである。他方，５種類以上収録しているサイト
は，ニュースメディア・データサービス業に限られている。全体的な傾向とし
ては，自業界に直接関連する少数の政府統計の結果だけを収録しているサイト
が大部分であるといえる。
２）周期別にみた収録されている政府統計
インターネットによる統計データ提供の利点は，その統計の作成周期によっ
て異なり，短い周期の統計ほど市場変動の早期把握に適していると考えられる。
そこで収録統計の作成周期別に傾向をみてみよう。表3-3には，収録されてい
る個別統計の作成周期によって分類したサイト数を示した。複数の周期の統計
を収録している場合には，最短周期のものを基準に分類した。月次統計が全体
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表３－３再録する政府統計の周期別にみた民間機関サイト数'）
（2008年６月現在）
illi霞FrLぞ１１２ 6２５２ ２０ ３９３２０３５１１1０９８３ ００１ ０００５４１1 ３０１６
1)閲覧に制限がないページに収録しているサイトだけをカウントした。
2)収録統計のうち最も周期が短いものを基準に分類した。
複数の政府統計を収録する場合は，それぞれをカウントした。
3)週周期を含む。
の約３分の２と最も多く，月次統計を収録するサイトの大半は年次統計も収録
している（後掲表3-4に示したように一方だけしか収録していないサイトは少
ない)。収録統計のうち年次統計が最も周期が短いものであるサイトは約３分
の１を占めている。この両者以外はごく少数しか収録されていない。収録統計
のうち月次よりも周期が短いものには農林水産省「輸入検疫統計」（週間）・
財務省「貿易統計」（旬間）がある。他方，四半期周期が収録統計の中で最も
短いというサイトは６件と少なく，半年周期も1件しかない。業種別にみると，
市場動向の変動の程度が最も大きいと考えられる「素材」製造業の団体が設け
たサイトにおいて月次統計の収録が多い。
３）収録データの収録始期
収録されている政府統計のデータの始期は，サイト開設機関が想定する主な
利用者の必要性を反映しているものと考えられる。表3-4は，収録されている
個別統計のデータの始期を作成周期別に示したものである。データの始期は，
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表３－４収録政府統計の収録始期別にみたサイト数
（2008年６月現在）
収録始期'）
～1993年
1994～1998年
1999～2003年
2004年
2005年
2006年
2007年
2008年
一房~E可戸
計
l)連続して収録されているデータのうち収録始期が最も早いものを基準に分類した。
2)旬間周期2件を含む。
3)月次データまたは年次データの一方だけを収録しているもの。
5年おきに収録されている場合などの不連続の期間は除いて，連続して収録し
ている期間の最初の年次とした。
年次統計では全体として長期間にわたる結果が再録されており，2003年分
以前から（5年分以上に相当）収録しているサイトが「生産動態統計」と「貿易
統計」では約３分の２を占めている。1960年代まで遡って収録していろもの2）
もある。これに対して，月次統計では収録期間が短い場合が多い。前年分以降
だけの収録が「生産動態統計」では約４分の３を，「貿易統計」では半数強を
占めている。他の３種類の統計でも年次統計の方が月次統計よりも早い時点か
ら収録しているものがほとんどである。年次統計では市場規模の中長期的な動
向の表示が，月次統計では直近の市場動向の把握（と予測材料の提供）が目的
であるためと考えられる。
４）収録データの分量
品目数.クロス項目などの収録データの分量は，収録データの始期と同様に
サイト開設機関が想定する主な利用者のデータに対する必要性を反映している
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と考えられる。データのアップロードのための労力・サイトの容量などの経費
に係る要因も作用している可能性がある。表3-5には，データが区分して表示
されている品目数を，収録サイト数が最も多い「貿易統計」および「生産動態
統計」について示した。「貿易統計」では全体の半数近くのサイトの収録デー
タが５品目以内であり，約４分の３のサイトの収録データが１５品目以内であ
る。大部分のサイトの収録品目は，財務省による「貿易統計」の結果公表にお
表3-5収録品目数別にみた業種別サイト数（2008年５月分）
（2008年６月現在）
所属業種 企業向け製品関連業界 消費者向け
製品関連業界
サービス業他 計
収録ﾛ-.二５
１
２～５
６～１０
m～1５
１６～2０
２１～3０
３１～5０
５１～１００
１０１～
２
８
１
４
１
４
０
０
０
２
０
２
２
１
１
０
２
１
１
２
４
３
１
０
０
０
０
４
４
３
２
０
２
０
１
１
３
１
０
０
０
０
１
０
０
３
５
０
１
３
７
１
３
２
｜
“
１
１
１
１
貿易
統計
収録サイト総数 2０１１１１ 1７ ５
１
２～５
６～1０
１１～1５
１６～2０
２１～3０
３１～5０
５１～１００
１０１～
３
５
３
３
２
１
１
１
０
０
２
７
３
０
０
０
０
０
０
２
２
０
２
０
０
０
０
３
０
１
１
０
０
０
０
０
７
１
５
８
５
３
１
１
２
｜
記
１
１
１
２
２
１
１
２
０
０
２
生産
動態
統計
収録サイト総数 1９１２１１ ６ ５
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いて用いられている「音響機器」などの「主要商品」（輸出入ともに約40）と
いう大分類の範囲内に収まっている。５０品目以上を収録しているサイトは全
般に少ないが，「組立」「消費者向け」業種のサイトにみられる。
「生産動態統計」でも約50サイトのうち約６割の収録データは１０品目以内
であり，約８割のサイトの収録データが１５品目以内である。これは，個別業
界団体のサイトが会員会社に直接関連する品目のデータに限定して収録してい
るためであろう。他方，ニュースメディアが開設したサイトでは，（個別品目
別ではなく）全体についての結果だけを収録している場合が多い。
つぎに，表3-6には，公表されている集計表に含まれているデータのうち再
録されているものおよび関連情報について示した。ここでも収録サイト数が最
も多い「貿易統計」および「生産動態統計」の収録データに限定する。
「貿易統計」では全体のうち約４分の３のサイトが輸出入双方のデータを収
録している｡輸出入双方に対して流通業の企業の関心が高いのは当然であるが，
製造業の大半の企業も輸出向け出荷と国内向け出荷を行っているので競合品の
輸入動向への関心が強いのであろう。また，「貿易統計」の輸入に関するデー
表３－６収録項目別にみた業種別サイト数
(2008年６月現在）
所属業種企業向け製品関東業界
収録項素材部品組立
消費者向Ｉ
製品関連業界 ビス業他
計一Ｗ１旧一孤型一例
輸出入
輸出だけ
輸入だけ
４
０
６
１ １
０
０
１ ０
０
１
１ ８
１
８
４
０
１貿易
統計
1３
５
６
５
３
６
８
８ １
０
サイト総数 2０１１１１ 1７ ５
２
８
５
８
９
１
０
１
９
１
０
１
０
１
１
６
３
１
１
０
４
４
４
２
０
５
１
２
２
２
伯
刈
Ⅲ
肥
一
田
原料消費
生産
うち金額
出荷
在庫
生産
動態
統計
サイト総数 1９１２１１ ５
l)１０品目中2品目だけの品目コードを注記している日本電線工業会のサイトは，「収録」に
は含めていない。
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タだけを収録しているサイトが約４分の1を占めている。このような扱いは，
特定商品の輸入関連業界の団体が設けたサイトに多い。
「貿易統計」を収録しているサイトのうち約半数には取引相手国別のデータ
が収録されている。業種別にみると，「素材」製造業において約３分の２と他
の業種よりもかなり多くなっているが，サービス業ではまったく見られない。
後ほど検討する「品目コード」は約３分の１のサイトが収録している。取扱税
関別の集計表を収録したものは１件しか見当たらなかった3)。地域別の集計表
は国士交通省「建築着工統計｣4）・経済産業省「工業統計｣5)の結果を再録する
サイトにみられる。
他方，「生産動態統計」では経済産業省から公表されている「生産」「出荷」
｢在庫」「原材料消費」「生産能力」「労務」に関するデータのうち「生産」に関
するものを収録しているサイトが約９割と最も多い。また，「生産」のデータ
は「金額」よりも「数量」のデータの収録が多い。「金額」のデータの収録は
品目別の単価の差が大きい「企業向け組立製造業」および「消費者向け製品」
｢企業向け部品製造業」の団体に多い。「生産」と比べて「出荷」（半数強)，
｢在庫」（約３分の１）は全般に少ない。業種別にみると，「素材」業種では
｢在庫」が他業種よりも多く，「部品」業種では「出荷」「在庫」がともにきわ
めて少ない。需給関係の変動が「素材」業種ではこれまで比較的大きかったの
で「在庫」への関心が高く，「部品」業種では比較的小さかったので「出荷」
｢在庫」への関心が低いのではないかと考えられる（｢品目コード」については
後述)。
５）加工データの収録状況
各サイトには公表された実数についての政府統計の結果が再録されているほ
かに，さまざまな加工データも併録されている。加工データの種類も，サイト
開設機関が想定している主な利用者の関心の方向性を反映したものと考えられ
る。
表3-7には，月次の実数のほかにどのような加工統計値が併録されているか
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表３－７収録されている加工統計値別にみた業種別サイト数
（2008年６月現在）
消費者｜
■■■
計而８佃旧一例
前年同月比
前月比
年初来累計'）
単価
２
１
２
０
２
３
３
８
１
１
１
１
３
５
１
１
７
２
７
０
１
１
８
０
１
貿易
統計
収録サイト総数Ｉ２０１１１１ ５1７ 側
Ⅲ
刀
一
冊
０
２
８
１ ３
１
３
３
３
０
前年同月比
前月比
ギガTT立惠＝＋l）
４
３
９
１ ０
１
７
１
生産
動態
統計
収録サイト総数１１９１２１１ ６ ５
、年度初めからの累計を含む。
を示した。ここでも収録サイト数が最も多い「貿易統計」「生産動態統計」に
限定した。「貿易統計」の場合，当月のデータとともに財務省による公表情報
に含まれている加工データは年初来累計だけである。「生産動態統計」の場合
は，経済産業省による公表情報には当月の実数データ・前年同月の実数データ
とともに前年同月比および前月比が含まれている。
業界団体のサイトに最も多く併録されている加工統計値は前年同月比であ
り，「貿易統計」「生産動態統計」とも全体の約４分の３のサイトに併録されて
いる｡前年同月比の提供は，季節要因による変動を除いた動向把握を容易にす
ることが目的であろう。これに次ぐのは，年初来累計（年度内累計を含む）で
あり，「貿易統計」では約４分の３のサイトにおいて，「生産動態統計」では約
半数のサイトに収録されている。年初来累計は，利用側の会員会社では年間の
販売目標の達成状況の目安などに利用できる。
このほかの前月比・単価などは，比較的少ない。前月比の採用が少ないのは，
多数のサイトによって収録されている前年同月比とくらべて季節変動の影響を
受けやすいためであろう。なお，季節調整を独自に施した月次データを併録し
ているサイトは見当たらなかった6)。単価は，「素材」製造業の団体のサイト
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に多く（約２０のサイトのうち約３分の１のサイト），「組立」「部品」関連業種
の団体では皆無である。これは，「素材」用の製品では価格差をもたらす同一
品目内での仕様・品質などの相違が「組立」「部品」用の製品と比べて小さい
ので「単価」が大きな意味を持つのであろう。また，「貿易統計」の結果をド
ルベースに換算したデータ7）・品種別構成比．「貿易統計」「生産動態統計」の
結果の分類を組み替えたデータの提供8)などもごく少数である。
ここで，サイト利用者による提供データの加工に関連して提供データが収録
されているファイル形式に触れておこう。利用者によるデータ加工が容易な
Excelのファイル形式でのダウンロード用ファイルを提供しているサイト9)は，
｢貿易統計」「生産動態統計」とも約４分の１となっている。特に「組立」業種
のサイトでは，Excelのファイルで提供している場合が両統計とも約半数を占
めている。「貿易統計」の結果は，財務省のサイトではｈｔｍｌの形式で提供され
ているので，再録サイト側でダウンロード用ファイルを用意するにはExcelの
ファイル形式への変換作業が必要となる（｢生産動態統計」の結果は，経済産
業省のサイトではExcelの形式のファイルで提供されている)。
６）収録の時期
つぎに政府統計の結果のサイトへの収録の時期をみてみよう。表3-8には，
結果の早期提供に対する利用需要が特に大きいと考えられる月次統計の結果の
サイトへの収録の時期を「貿易統計」および「生産動態統計」の2008年５月
分について示した（個別品目の動向が明らかとなる「貿易統計（輸入９桁速
報．輸出確報)」「生産動態統計(速報)」はともに６月２７日金曜に公表された)。
表3-8によれば，両省による公表後「貿易統計」では半数近くのサイトが翌週
末までに，「生産動態統計」でも約半数のサイトが３週間目までに収録してい
る。冊子体の報告書は，両統計ともインターネットによる公表よりも３～４週
間程度遅れて発行されているので，収録時期が早いサイトの情報の大部分はイ
ンターネットによる公表情報（または外郭団体'0)による有料のｗｅｂ検索サー
ビス・ＦＡＸサービスなど）を再録したものであろう。「生産動態統計」の結果
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表3-8収録時期別にみた業種別サイト数（2008年５月分）
消費者向け
製品関連業界匹 計－７配５６７Ⅳ｜“２３００００’５同日翌週２週間目３週間目４週間目5週間目以降'） １６１３１５｜Ⅳ貿易統計
サイト総数
２
０
１
０
１
１
』
５
３
２
５
Ⅳ
７
旧
一
岡
０
０
０
３
０
３
』
６
同日
翌週
２週間目
３週間目
４週間目
5週間目以降'）
０
０
１
４
３
４
｜
Ⅲ
０
０
１
３
１
６
｜
Ⅱ
１
２
２
７
２
５
’
四
生
産
動
態
統
計
サイト総数
l）７月末現在未収録を含む。
と比べて「貿易統計」の結果の方が全般に収録が早い。輸出向け出荷は，国内
向け出荷とは異なり，代金の円ベースでの受取額が為替レートの変動の影響も
受けるので市場変動の早期把握の必要度が高いという点も作用しているのであ
ろう。「貿易統計」の場合，財務省による公表当日に再録しているサイトｕ）も
ある。
業種別にみると，「素材」製造業界の団体のサイトによる収録が他の業界の
団体と比べて早い。表3-3に関連して指摘したように市場変動が他の業界より
も大きいことが作用しているのであろう。また，データサービス業・ニュース
メディアなどの場合は，公表当日に収録しているサイトが多い。また，両統計
の2008年１月分～４月分についても収録の時期を確認したが，２，３か月分の
データを一度に追加する少数のサイトを除いて2008年５月分とほぼ同様の傾
向が認められる。
ここで「貿易統計」「生産動態統計」の結果が業界団体のサイトに数多く再
録されている事情を少し立ち入って検討してみよう。まず財務省による「貿易
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統計」の４種類の月次データの発表情報を発表時期の順にみてみようl2J3)。
①「速報」では，対象月の翌月の２１日～２５日に輸出入それぞれの「総額」だ
けが公表されている。
②「輸入９桁速報」では，対象月の翌月の２７日～３０日に「主な地域（国)」
別の仕向け先別に.「主要商品」および９桁コード別の個別「品目」に関す
る価額・数量が公表されている。「主要商品」は，上述のように輸出入とも
全品目がそれぞれ約40の大きなカテゴリーに分類されたものである。「主要
商品」については「電算機類（含周辺機器)」などのように具体的な内容が
示されているが，「主要商品」を細分した集計表では副次分類および個別
「品目」についての具体的な名称の表示はなく，コード番号だけが示されて
いる。
③「輸出確報」では，②と同じく対象月の翌月の２７日～３０日に総額・取引相
手の全地域（国）別・全品目別・運送形態別・税関別のデータが公表されて
いる。「主要商品」の副次分類および個別「品目」ごとの表示形式は「輸入
９桁速報」と同一である。
④「輸入確報」では，対象月の翌々月の２７日～３０日に③と同じ形式のデータ
が公表されている。
⑤「確定」では，輸出入について対象年の翌年の３月頃に③④と同様の内容が
公表されている。
このような順序および形式で「貿易統計」の結果が公表されることは，業界
団体のサイトの主な利用である会員会社にとっては，利用上どのような意味を
持つのであろうか。
②③④⑤は，「主要商品」という大分類のデータ以外は品目番号別にしか価
額・数量が公表されていないので，特定の個別「品目」に関するデータを知り
たい場合は，その「統計品コード」１４)を調べた上でそれを財務省のサイトに入
力して検索する必要がある。
たとえば，「インクジェット方式のプリンター」の月次の輸入数量・価額を
知りたい場合を考えてみよう。この品目は「電算機類（含周辺機器)」という
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｢主要商品」の副次分類である「印刷機並びに部分品及び附属品」に含まれて
いる。この分類には「インクジェット方式のプリンター」を含む合計'7種類
の個別「品目」が含まれており，「8443.32010」という「インクジェット方式
のプリンター」'5)の品目コードがわからなければ，「インクジェット方式のプ
リンター」に限定した輸入された数量と価額は財務省サイトからは入手できな
い。上述の財務省の外郭団体によるデータ検索サービスの利用の際にも，「統
計品コード」が必要である。なお，「統計品コード」はかなり頻繁に変更され
ている'6)。
また，複数の「統計品」をまとめた「概況品」別のデータも公表されている。
｢概況品」にはコードだけでなく含まれる商品の明細を説明する名称も付けら
れているが,公表されている集計表にはコードだけしか表示されていないので，
別に公表されているコード表の中から調べたい品目のコードを探す必要がある
(｢インクジェット方式のプリンター」は，他のタイプの印刷装置とともに「概
況品コード70105056印刷装置」という分類に含まれている)。このように
｢概況品」に含まれている品目の範囲も，特定の種類の製品群を取り扱う個別
業界とその業界団体が他と識別した形でその動向を知りたい品目よりも広い場
合が多く，「統計品」別データに対する必要性はかなり高いのではないかと考
えられる。なお，貿易相手国別．税関別に細分されたデータを入手するために
は，品目コードを入力するほかに国名・税関名を選択して入力する必要があ
る。
このようなデータ入手作業に対する利用者の習熟を必要とするデータ提供方
式は，特定品目の輸出入の動向を迅速に入手したい個別企業の担当者などには
利用しやすいものとはいえない。
また，「生産動態統計」の結果に関する公表情報も，特定の品目に関するデ
ータの迅速な入手に主な関心のある個別企業にとっては利用しやすいものでは
ない。「生産動態統計」の結果は，経済産業省のサイト上の「統計月報」とい
うページに収録されている。この「統計月報」というぺ￣ジは，各調査品目に
関するデータが７分冊の「機械統計月報」などに大別されて掲載されている冊
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子体の「統計月報」に相当する。「生産動態統計」の結果の公表情報には，「貿
易統計」とは異なり，具体的な品名が表示されているが，「機械統計」（195品
目を収録）「化学工業統計」（64品目を収録）などの７種類の「統計月報｣'7)に
掲載されている膨大な数の集計表の中から必要なものを探し当てることは作業
に慣れていなければ容易ではない（例えば，「機械統計」に収録されている品
目の場合では４７種類の調査票番号で大別された合計195の品目の中から必要
なものを探すことになる)。
このような点が，特定の種類の製品を扱う企業から構成されている業界団体
の多数のサイトが政府統計のデータ自体を再録している主な理由ではないかと
考えられる。
他方，政府機関が作成している統計が対象としている製品の生産高．出荷高
に関する報告を会員企業などから収集して独自の統計を作成している業界団体
が相当数みられる。
これらの統計は，政府統計と対比して自主作成統計と呼ばれることがある。
その多くは月次周期で作成されており，大半が作成団体のサイトにも収録され
ている。表3-9に，この自主作成統計のうち「貿易統計」「生産動態統計」と
対象分野が重なるものの2008年５月分のサイト公表日を示した。これらのう
ち生産高に関する結果は「生産動態統計」の結果にほぼ対応しており，出荷統
計の大半の結果は輸出向け出荷が国内向け出荷とは区別して表示されているの
で「貿易統計」「生産動態統計」とほぼ対応するデータとなっている。
５月分の公表日は「貿易統計」の品目別に区分された結果（輸入は「9桁速
報｣，輸出は「確報｣）では６月２７日（午前９時45分）であり，「生産動態統
計」（速報)'8）も６月２７日（午前８時50分）であった。この表から，相当数の
業界団体が作成した統計の結果が，対象分野が重なる政府統計の結果よりも早
く公表されていることがわかる'9)。また，表3-9に示した出荷全体に対する輸
出の比率は高い場合が大半であり，これらの業界では輸出向け出荷の動向に対
する関心が特に高いと推測きれる｡独自統計の作成を促している要因としては，
営業方針の策定に直結した情報が得られるように政府統計とは異なる方式の採
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用22）も作用していると考えられるが，最大の推進要因は直近の市場動向をで
きるだけ早期に適切に把握するという点にあるとみて良いだろう23)。なお，政
府統計とは異なる方式のうち主なものは，調査対象としている事業所（工場）
の規模の下限20）・対象品目の範囲や調査項目（最終需要の属性・販売チャン
ネル・出荷製品の状態２１)など）・分類方法である。
さらにこの表に示した業界団体は大企業から構成されているものが多いの
で，会員会社の社内体制および団体事務局の体制が独自統計の結果を比較的短
期間に提供できるように整備されていると考えられる。
各業界団体のアウトサイダー（独自統計作成に参加していない企業にほぼ相
当）のシェアが比較的小さい場合は，独自統計のカバレッジは政府統計とあま
り変わらない。逆に業界団体（独自の統計活動）に参加していない企業のシェ
アが大きい場合には，カバレッジが高い政府統計の結果をサイト上で提供する
意義は大きい24)。
７）収録関連情報の種類
つぎに，政府統計の結果および加工統計値のほかに各サイトに収録されてい
る関連情報の種類をみてみよう。主なものは，「貿易統計」の公表情報で使用
されている「統計品」番号ごとの具体的な内容とそのコード・「生産動態統計」
の対象品目．対象事業所の範囲．結果に関するコメント25）．利用上の注意
点・統計作成官庁のインターネットページへのリンク・上述の独自に作成され
ている生産・出荷（輸出を含む）統計の結果などである。いずれも想定されて
いる主な利用者の便宜に配慮したものであろう。
このうち「貿易統計」の品目番号別のコードは，「貿易統計」を収録する約
60件のサイトの３分の1以上において収録されている（前掲表3-6参照)。取
り扱う品目数が多い「部品」「組立」「消費者関連」業種の団体のサイトには
｢貿易統計」の品目別の集計表に品目コードを付記している場合が，それぞれ
約半数を占め，他の業種よりも高率である（前掲表3-6)。
取引相手国別などの立ち入った分析などに利用する会員企業などの需要が多
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いためではないかと考えられる。輸入の場合には品目ごとに相違する関税率を
把握するのにも必要な情報であろう。
８）アクセスの制限
これまでみてきたデータ収録ページのうち特定のページ（品目を細分類した
データを収録したページ・最新分以外を収録したページなど）の閲覧をサイト
開設機関の会員企業26）．顧客．登録者27)などに限定している場合がみられる。
これは，業界団体の場合は団体への加盟を，データサービス業の場合は有料サ
ービスなどの利用を促すことや閲覧者の属性に関する情報の収集が目的である
７。
注
１） １１本銀行「企業物価指数」の１９９１年～2006年の前年比変化率は，「最終財」
では－３％～＋１％，「中間財」では－３％～＋６％であったのに対して「素原
料」では－１１％～＋２２％と変動が大きい。また，同指数のこの期間の円ベー
スでの「輸入財」「輸出財」の前年比変化率は，－１０％～＋１６％，－１１％
～＋５％と，「国内需要財」の－２％～＋３％よりもかなり大きい。なお，上記
の期間の「企業向けサービス価格指数」の前年比変化率は－２％～＋３％であ
った。総務省統計局（2008）
日本水産物貿易協会（2008）は年間輸入額について「貿易統計」による1964
年以降の推移を再録しており，日本伸銅協会（2008）も月間生産額について
｢生産動態統計」による1985年以降の推移を再録している。
個別税関別の通関輸入額の集計表が再録されているサイトは，各会員企業の営
業地域が比較的限定されている全国コイルセンターエ業組合によるもの（11ケ
所の税関別の通関実績を表示）以外には見当たらなかった。全国コイルセンタ
ーエ業組合（2008）
日本金属継手協会（2008）日本建築士事務所協会連合会（2008）
日本金型工業会（2008）全日本印刷工業組合連合会（2008）
財務省による「貿易統計」の公表情報では，商品の価額は円表示のものだけが
含まれている。品目別価額を円から米ドルへの組み換えたデータは，業界団体
では日本鉄鋼連盟・日本水産物貿易協会および独立行政法人の日本貿易振興機
構のサイトで提供されている。
日本機械輸出組合は「貿易統計」の集計表を独自の「機械類」という範囲の品
2）
3）
4）
5）
6）
7）
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目群に対応するものに組み替えてサイトに収録している（｢機械類」には貯蔵
タンク，管継手，鍛造農具，鉄塔，水門鉄管，鉄骨橋梁，工具を含むが，電線
は除外されている。日本機械輸出組合（2008）
内閣府「機械受注統計」では，公表情報自体に原データのほかに季節調整値が
含まれている。
Excel形式を含む複数のファイル形式のデータが提供されている場合を含む。
日本関税協会は財務省「貿易統計」のデータを有償で提供している。日本関税
協会（2008）
石油連盟・日本関税協会・日本紙類輸出組合・日本紙類輸入組合・しんきんア
セットマネジメント投信株式会社・日本経済新聞社・朝日新聞社ほか。
業界団体が発行した冊子体の統計要覧にも「貿易統計」の品目コードが併記さ
れているものがある。日本建材・住宅設備産業協会（2007）
財務省（2008）
｢統計品」コードの７桁目以降は，輸出と輸入では必ずしも同一ではない。財
務省（2008）
さらに，印刷面積が一定のサイズ以上という限定が付いている。
2004年～2008年において「輸入統計IlihH表」は毎年ほぼ２回，「輸出統計品目
表」も毎年ほぼ１回改訂されている。
残りは，「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計」（９２品目）「窯業建材統計」（３６品
目）「繊維・生活用品統計」（３７品目）「紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統
計」（２９品目）「資源・エネルギー統計」（２５品目)。
確報は８月ｌＯＲ公表予定。経済産業省（2008a）
経済産業省「商業動態統計調査」の対象と重なる分野についても業態別小売業
団体やデータサービス業者によって独自の統計調査が実施されており，分類の
細分の程度や入手可能時期の点で業界関係者が必要とするデータを提供してい
る。製造業の団体とは異なり，小売業の各団体のサイトには政府統計の結果は
見当たらない。
｢生産動態統計」では事業所の規模による裾切りが行われている。
出荷先の属'性・容器の種類・冷凍状態か否かなど。
日本ハンバーグ・ハンバーガー協会のサイトに収録されている「貿易統計」の
結果には，豚肉・牛肉の輸入数量に関する四半期別セーフガード発動基準が品
目別輸入実績に付記されている。
日本鉄源協会のサイトは，「生産動態統計」と同じ内容の日本鉄鋼連盟作成の
生産統計の最新月分だけを，「生産動態統計」の結果が後日公表されるまで
｢生産動態統計」に接続するデータとして掲げている。また，日本鉄リサイク
ルエ業会は，鉄スクラップおよび銑鉄輸出の「貿易統計」による価格のサイト
8）
１
１
９
０
１
11）
12）
１
１
３
４
１
１
１
１
５
６
１
１
17）
１
１
８
９
１
１
20）
21）
22）
23）
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掲載を，実情を適切に反映していないとして２００６年６月から中止している。日
本鉄リサイクルエ業会（2008）
日本アルミニウム協会（2008）は，経済産業省による「二次地金」のデータに
アウトサイダー分が含まれていることを指摘している。
多数の業界団体のサイトが，「生産動態統計」「貿易統計」のカバレッジ（事業
所の規模・国内／海外）・品目分類の区分変更および業界での実情との相違な
どに関する注意を促している。カメラ映像機器工業会は，会員会社からの報告
によるカバレッジ（｢生産動態統計」とは異なる出荷統計（日本向け海外生産
分および日本以外向け海外生産分を含む）を１９９９年１２月以降毎月作成・公表
している。カメラ映像機器工業会（2008）また，日本計量機器工業連合会は，
｢生産動態統計」の１１品目の結果に自主作成統計の５品目を加えて公表してい
る。日本計量機器工業連合会（2008）さらに，日本記録メディア工業会のサイ
トは，「貿易統計」における磁気媒体のＨＳコード９桁による品目別統計分類に
中止に伴い，サイト上のデータの更新を2006年１２月限りで中止したことに触
れている。日本記録メデイアエ業会（2008）
日本関税協会・日本機械輸出組合・日本紙類輸出組合／日本紙類輸入組合・日
本化学工業品輸出組合／日本輸入工業品協会・日本工具工業会ほか。
日本プラスチックエ業連盟ほか。
24）
25）
26）
27）
むすびにかえて
以上の考察から民間機関が開設したサイトにおける政府統計の結果の再録の
状況は，それらの統計が対象とする個別業界の市場動向の変動の程度・業界団
体の会員企業などの各統計結果に対する利用需要の状況および情報の利用能力
などを反映したものと考えられる。
本稿の分析は,資料入手の制約などからごく初歩的な段階にとどまっている。
早い機会に，より網羅的な検索を行った上で個別業界の業界団体への加入状
況・輸出依存度・会員企業の規模などとの関連についても考察したい。
なお，付表に月次政府統計の結果を再録する民間機関が開設したサイトの一
覧表を掲げた。
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付表月次政府統計を収録する民間サイトー覧
（2008年６月）
開設機関の名称収録数収録政府統計の名称'）
貿易2)生動その他の統計3）
業種番号
企業向け製品 ウレタンフオームエ業協会
石油連盟
素形材センター
日本水産物貿易協会
日本染色協会
全国コイルセンターエ業組合
全国段ポールエ業組合連合会
日本アルミニウム合金協会
日本プラスチックエ業連盟
日本化学工業品輸出組合輸入協会
日本化学繊維協会
日本紙類輸出組合・日本紙類輸入組合
板硝子協会4）
ステンレス協会
日本ＬＰガス協会
化成品工業協会
古紙再生促進センター
新金属協会
特殊鋼倶楽部
日本ゴムエ業会
日本伸銅協会
日本塗料工業会
日本鉄源協会
日本生糸問屋協会
日本木材総合情報センター
日本アルミニウム協会
１－生動
ｌ輸入－
１－生動
ｌ出入－
１‐生動
ｌ輸入－
１‐生動
１輸入－
１‐生動
ｌ出入－
１‐生動
ｌ出入－
２出入生動
２出入生動
２輸入一小売物価統計
２出入生動
２出入生動
２出入生動
２出入生動
２出入生動
２出入生動
２出入生動
３出入生動建築着工統計
３輸入生動
４輸入一製材編･礫着工統計
５出入生動建築着工統計・
企業物価指数
５出入生動騨着Ｌ企業物価鮒
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
２
２
２
２
２
２
２
素材
2７日本鉄鋼連盟
企業向け製品
部品
ｌ日本歯車工業会
２日本配電盤工業会
３日本自動車タイヤ協会
生動
生動
１－
１－
１出入
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４日本ねじ工業協会ｌ出入－
５日本電子回路工業会１－生動
６超硬工具協会ｌ出入－
７日本ダイカスト協会ｌ‐生動
８ダイヤモンドエ業協会２出入生動
９電池工業会２出入生動
１０日本バルブエ業会２出入生動
１１日本工具工業会２出入生動
１２日本電線工業会２出入生動
１３日本ベアリングエ業会３出入生動機械受注統計
１４日本金型工業会３出入生動工業統計
ｌ５日本金属継手協会３出入生動建築着工統計
企業向け製品１
組立２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
日本機械輸出組合
日本工作機械輸入協会
日本精密測定機器工業会
日本電気計測器工業会
電子情報技術産業協会
ビジネス機械・情報システム産業協会
日本農業機械工業会
情報通信ネットワーク産業協会
日本鍛圧機械工業会
日本繊維機械協会
日本食品機械工業会
日本工作機械工業会
日本電機工業会
出入
輸入
１
１
１
１
２
２
２
２
２
３
３
３
３
動
動
動
動
動
動
動
動
動
動
動
生
生
生
生
生
生
生
生
生
生
生
入
入
入
入
入
入
入
入
入
出
出
出
出
出
出
出
出
出
機械受注統計
工業統計
企業物価指数
機械受注統計
消費者向
け製品
ｌ日本パスタ協会
２カリフォルニアプルーン協会
３スイス時計協会
４全国落花生協同組合連合会
５日本植物蛋白食品協会
６日本自動車工業会
７日本記録メデイアエ業会
８日本真珠輸出組合
９日本洋酒輸入協会
出入
輸入
輸入
輸入
輸入
１
１
１
１
１
１
１
１
１
生動
生動
輸出
輸入
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輸入一
出入生動
出入生動
出入一牛乳乳製品統計
出入一食品産業動態調査
出入一インスタントコー
ヒー生産実績調査
出入生動
輸入一家計調査・
畜産物流通統計
輸入一ノト亮!'ﾉﾘn．鶏llI流通統計
出入生動家計調査･商繍計ほか
１０日本羊腸輸入組合
１１自転車産業振興協会
１２日本ガス石油機器工業会
１３日本乳業協会
1４食品需給研究センター
１５日本インスタントコーヒー協会
１
２
２
２
２
２
１６日本筆記具工業会２
１７日本ハンバーグ・ハンバーガー協会３
１８日本養鶏協会
１９日本皮革産業連合会
５
５
生動日本印刷産業連合会
日本旅行業協会
日本建築士事務所協会連合会
情報サービス産業協会
サービス業１
ほか２
３
４
１
１
１
２
旅行取扱状況
建築着工統計
特定サービス産業
動態統計ほか
国際収支統計
倉庫統計
機械受注統計・短観
毎勤･旅1丁取扱状況ほか
朧動態統計･労調ほか
法人企業統計・
サービス価格ほか
５日本関税協会２
６日本冷蔵倉庫協会２
７しんきんアセットマネジメント投信株式会社４
８ＳＥＲ社会経済リサーチ１６
９朝日新聞社１７
１０日本経済新聞社２３
出入
輸入
出入
出入
動
動
動
動
生
生
生
生
出入
l）統計の名称の一部を次のように略記した。
「貿易統計（貿易)」・「生産動態統計（生動)」・「企業短期経済観測調査（短観)」・
「毎月勤労統計（毎勤)」・「主要旅行業者50社の旅行取扱状況（旅行取扱状況)」・「労
働力調査（労調)」・「企業向けサービス価格指数（サービス価格)」
2）「貿易統計」のうち「輸出・輸入」を収録しているサイトを「出入」と略記し，「輸
出」「輸入」だけを収録するサイトもそのように表記した。
3）月次以外の統計も含めた。収録統計の数が多いサイトについては一部だけの表示に
止めた。
4）板硝子協会のサイトに収録の「貿易統計」は，半年周期。
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